
政治資⾦規正法においては、政治活動の公明と公正を確保するため、寄附に関しても様々な規制が設けられています。

何⼈も、政治活動（※１）に関して、公職の候補者に対して⾦銭・有価証券による寄附をしてはならない。
また、何⼈も、本⼈以外の名義による寄附や、匿名による寄附（※２）をしてはならない。
 ※１ 選挙運動は除く。但し、選挙運動に関して飲⾷物を提供することは禁⽌されている。
 ※２ 街頭や⼀般公開の演説会・集会の会場で、政党に対してする、1，000円以下の寄附は除く。

会社・労働組合・職員団体・その他の団体（※３）は、政党（※４）以外の者に対しては、寄附をしてはならない。
 ※３ 法⼈であると否とを問わず、各種の業界・宗教・⽂化・労働者・親睦のための団体を含むが、政治団体は除く。
 ※４ １以上の市町村や選挙区を単位として設けられる政党の⽀部は政党に含むが、それ以外の⽀部は含まない。

地⽅公共団体から補助⾦等（※５）を受けている会社・その他の法⼈は、その交付の決定の通知を受けた⽇から１年間は、
その地⽅公共団体の議員や⻑に係る公職の候補者を推薦・⽀持・反対する政党に対しては、寄附をしてはならない。
 ※５ 負担⾦・利⼦補給⾦・その他給付⾦を含むが、試験研究・調査・災害復旧・その他性質上利益を伴わないものは除く。

３事業年度以上継続して⽋損を⽣じている会社は、その⽋損が埋められるまで、寄附をしてはならない。

個⼈が政党以外の政治団体や公職の候補者に対してする寄附は、同⼀の者に対しては年間１５０万円を超えてはならず、
複数の者に対してであっても総額で年間１，０００万円を超えてはならない。
また、個⼈が政党に対してする寄附は、総額で年間２，０００万円を超えてはならない。

 上記の他にも、会社・労働組合・職員団体・その他の団体が政党に対してする寄附の限度額、国から補助⾦等を受けている法⼈の寄附の制限、国や地⽅公共団体から資本⾦・基本⾦・
その他これらに準ずるものの全部⼜は⼀部の出資・拠出を受けている会社・その他の法⼈の寄附の制限、外国⼈や外国法⼈等の寄附の制限など、公職選挙法や政治資⾦規正法において
様々な規制がありますので、関係法令に抵触することのないよう⼗分に気をつけてください。

 注：本資料中において記載する「政党」には、政党が指定する政治資⾦団体も含みます。 島根県選挙管理委員会・島根県明るい選挙推進協議会

政治活動に関する寄附制限の主なもの


